
(資産の部) (負債の部)

流動資産 5,742,363 流動負債 13,166,613

240,206 買掛金 3,192,592

4,129,905 短期借入金 8,008,500

872,370 一年内返済予定の長期借入金 1,049,048

4,152 未払金 252,648

112,795 未払費用 372,979

103,085 285,291

279,848 5,553

固定資産 22,920,465 固定負債 5,286,194

22,421,015 長期借入金 4,724,576

906,291 退職給付引当金 561,618

630,354

20,146,625 負債合計 18,452,807

34,001

191,325

512,416 10,205,421

49,342 資本金 9,000,000

48,968 利益剰余金 1,205,421

374 利益準備金 378,000

投資その他の資産 450,107 その他利益剰余金 827,421

投資有価証券 12,142 繰越利益剰余金 827,421

出資金 1,700 評価・換算差額等 4,599

繰延税金資産 184,830 その他有価証券評価差額金 4,599

その他 251,434

10,210,021

資産合計 28,662,828 28,662,828

分類　/　公開

貸   借   対   照   表

(平成２９年３月３１日現在)

（単位　千円）

科          目 金     額 科          目 金     額

戸畑共同火力株式会社

現金及び預金

売掛金

貯蔵品

前払費用

繰延税金資産

未収入金

建設仮勘定 株主資本

未払法人税等

その他 その他

有形固定資産

建物

無形固定資産

ソフトウェア

電話加入権

純資産合計

負債純資産合計

構築物

機械及び装置

工具、器具及び備品

土地 (純資産の部)



41,210,651

40,452,433

売上総利益 758,217

307,610

営業利益 450,606

508

雑収益 5,289 5,798

42,333

固定資産除却損 266,037

1,522 309,893

経常利益 146,511

税引前当期純利益 146,511

法人税及び住民税 6,238

法人税等調整額 42,946 49,185

当期純利益 97,326

売上高

雑損失

売上原価

販売費及び一般管理費

営業外収益

受取利息及び配当金

営業外費用

支払利息

分類　/　公開

戸畑共同火力株式会社

 損　　益　　計　　算　　書

       (自平成２８年４月１日  　至平成２９年３月３１日)

（単位　千円）

科            目 金       額



戸畑共同火力株式会社

1．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)　資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券は、決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

 原価は移動平均法により算出）によっている。

②　貯蔵品は、総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）によっている。

(2)　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産は、定率法（平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに平成28年4月1日

以降取得した建物附属設備、構築物については定額法)を採用している。

(3)　退職給付引当金の計上基準

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき、当事業年度において

発生していると認められる額を計上している。

(4)　ヘッジ会計の方法

 液化天然ガス購入に伴い発生する外貨建金銭債務について、将来の為替相場等の変動リスクを回避する

ため為替予約を行っており、その会計処理は振当処理によっている。

(5)　消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

2．会計方針の変更に関する注記

　 　当事業年度から、法人税法改正に伴い、平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備、構築物に係る

　減価償却方法を定率法から定額法により計上している。なお、この変更による当事業年度の損益に与える影

　響は軽微である。

3．貸借対照表に関する注記

(1)　有形固定資産の減価償却累計額 79,512,798 千円

(2)　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

①  短期金銭債権 4,232,566 千円

②  長期金銭債権 248,347 千円

③  短期金銭債務 2,434,937 千円

決　算　公　告　に　関　す　る　注　記

自　平成２８年４月　１日

至　平成２９年３月３１日

分類　/　公開



4．損益計算書に関する注記

(1)　関係会社との取引高

①　営業取引による取引高

 　　売上高 41,209,729 千円

　 　仕入高 24,928,763 千円

5．税効果会計に関する注記

(1)　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）

繰延税金資産

 退職給付引当金 156,747

 未払事業税 78,573

 繰越欠損金 101,296

 未払賞与 27,071

 減価償却限度超過額 15,893

 その他 21,632

繰延税金資産小計 401,213

 評価性引当額 △ 101,806

繰延税金資産合計 299,406

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △ 1,780

繰延税金負債合計 △ 1,780

繰延税金資産の純額 297,626

（注）当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれている。

（単位：千円）

流動資産－繰延税金資産 112,795

固定資産－繰延税金資産 184,830

(2)　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

 原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率

　（調整）

評価性引当額の増減

法人税等均等割

交際費等の損金不算入

その他 △ 0.1

　税効果会計適用後の法人税等の負担率

0.3

33.6

（単位：％）

28.2

分類　/　公開

2.2

3.0



6．金融商品に関する注記

  (1)　金融商品の状況に関する事項

　　　　当社は、資金運用については普通預金に限定している。また、投資有価証券は、上場株式であり、四半期毎に時

　　　価の把握を行っている。

　　　　長期借入金の使途は、設備資金である。また、短期借入金の使途は、その他改良工事並びに事業資金である。

         なお、デリバティブ取引についてはデリバティブ取引管理基準に従い、借入金の金利変動リスク及び買掛金の為

　　  替リスクのヘッジ目的に限定して行っている。

　(2)　金融商品の時価等に関する事項

　　　　 当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりである。

　①　現金及び預金 240,206 　-

　②　売掛金 4,129,905 　-

　③　未収入金 103,085 　-

　④　投資有価証券

　　　　  その他有価証券 12,142 　-

　⑤　買掛金 （ ） （ 3,192,592 ） 　-

　⑥　短期借入金 （ ） （ 8,008,500 ） 　-

  ⑦　未払金 （ ） （ 252,648 ） 　-

　⑧　未払費用 （ ） （ 372,979 ） 　-

　⑨　未払法人税等 （ ） （ 285,291 ） 　-

　⑩　長期借入金(一年内返済予定の長期借入金を含む) （ ） （ 5,824,748 ） △ 51,124

　⑪　デリバティブ取引 　- 　-

(※.1)　負債に計上されているものについては、(　)で示している。

(注　1)　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　①　現金及び預金、②売掛金、並びに③未収入金

　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

　④　投資有価証券

　　　　時価について、株式は取引所の価格によっている。

　⑤　買掛金、⑥短期借入金、⑦未払金、⑧未払費用、並びに⑨未払法人税等

　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

　⑩　長期借入金（一年内返済予定の長期借入金を含む）

　　　 変動金利による借入を行っているものの時価は、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大

 　 きく異なっていないことから、当該帳簿価額によ っている。また、固定金利による借入を行っているものの時価は、一

　　定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で

　　割り引いた現在価値により算定している。

分類　/　公開

（単位：千円）

科　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目
 貸借対照表計上額

時価(※.1) 差額
   (※.1)

240,206

4,129,905

103,085

12,142

5,773,624

　-

3,192,592

8,008,500

252,648

372,979

285,291



　⑪　デリバティブ取引

　　　 為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている買掛金と一体として処理されているため、その時価は、

　  当該買掛金の時価に含めて記載している(上記⑤参照)。

7．関連当事者との取引に関する注記

　(1)　親会社及び法人主要株主等

属 性 会 社 等 議決権等の所有 関連当事者 取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

の 名 称 （被所有）割合 との関係

その他の 九州電力 被所有 ・電力の販売 電力販売(※.1) 13,240,218 売掛金 1,633,617

関係会社 株式会社 50% ・役員の兼務 電力購入(※.2) 1,672,820 買掛金 106,401

その他の 新日鐵住金 被所有 ・電力の販売 電力販売(※.1) 27,502,557 売掛金 2,496,287

関係会社 株式会社 50% ・役員の兼務 蒸気販売(※.3) 466,952 未収入金 61,116

石炭購入(※.4) 11,451,421 買掛金 1,377,183

ガス購入(※.5) 8,751,770 買掛金 775,634

ＬＮＧ購入(※.4) 2,881,743 買掛金 154,963

（注）①　上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。

　　　②　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　(※.1)　必要な費用を見積もり、当社が電力価格を九州電力（株）と新日鐵住金（株）に提示し、価格交渉の上で決定

　　　　　　している。

　　　(※.2)　一般的な電力需給契約の価格によっている。

　　　(※.3)　必要な費用を見積もり、当社が蒸気販売価格を新日鐵住金（株）に提示し、価格交渉の上で決定している。

　　　(※.4)　価格その他の取引条件は、市場価格等に基づき、決定している。

　　　(※.5)　九州電力（株）と新日鐵住金（株）が協議した決定価格に基づき、当社と新日鐵住金（株）が締結したガス受給

           　契約の価格によっている。

9．１株当たり情報に関する注記

　(1)　１株当たり純資産額

　(2)　１株当たり当期純利益額

（単位：千円）

11,344円　47銭

108円　14銭

分類　/　公開


